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－3 （  ）－
を含む 108 カ国に及ぶ国連加盟国から分離独立が承認された（2014 年４月現
在）。現在，分離独立を主張して所属国家との間で紛争が進行している事例は



































































































































































































































































チベット民族人口は，公式には 570 万人とされ，そのうち 240 万人余りがチ
ベット自治区に居住し，300 万人は隣接する青海省，四川省等の地域に居住す
る42。チベット自治区の総人口は261万6300人である（2000年第5回国勢調査）。
同自治区の人口の中で，チベット族が人口の 92.2％（241 万 1100 人）であり，























新疆ウイグル自治区 50 の人口は 1925 万人，少数民族人口は 1096 万 4900 人
で 59.39％を占め，そのうちウイグル民族は 960 万人（45％），漢民族は 749 万
7700 人（41％）である（2000 年第 5回国勢調査）。清朝崩壊後，新疆領域にお
いては２度，東トルキスタン共和国独立が宣言された。第 1次東トルキスタン




は，1949 年 10 月に中国共産党の統治下となるまで，中華民国とは別個の政治
























































































































いる 80。自治区代表の議席数は全人代常務委員会が配分する 81 が，少数民族代
表は全体で 409 人（全体の 13.69％）で，全人口に占める民族的少数者の割合
（8.4％）よりも 5.3％高い。
チベット自治区（人口 300 万 2166 人）代表者数は 21 人で，人口 1000 万人
あたり 66.62 人を選出していることになり，人口当たりの議員数が突出してい
る。そのうちチベット民族は 12 人（自治区代表の 57％）で，人口に占める割合
（94.1％）を大きく下回り，漢民族 7人（代表の 33％）の代表権が優遇されて
いる 82。新疆ウイグル自治区（人口 2181 万 3334 人）代表者数は 60 人で，人口
1000 万人あたり 27.51 人を選出しているので，全国平均を上回る。そのうちウ
イグル民族は 24 人（代表の 40％），人口に占める割合（46.1％）を下回り，漢
民族代表の 22 人（代表の 36.6％）は人口に占める割合（39.3％）を上回る 83。
自治区の人代においては，常務委員会主任，副主任，自治区主席，自治州長
または自治県長として民族的少数者が選任される。チベット自治区の人代定員
は 437 人，うちチベット民族は 318 人（72.8％）で人口に占める割合 94.1％よ
りも大きく下回り，漢民族は 109 人（24.9％）で人口に占める割合 6.2％を上
回る 84。同人代には中央政府から派遣されたチベット非居住の漢民族議員が含
まれ，また解放軍枠として 43 人配分されており，解放軍枠のうち 25 人が漢民
族である 85。新疆ウイグル自治区人代定員は 546 人，その内，民族的少数者議
員は 333 人（61％）で，人口に占める割合 59.4％よりも 1.6％上回り，漢族議
員は 188 人（34.4％）で，漢民族の人口比 40.6％よりも 6.2％下回る。解放軍
枠代表 25 人には漢民族が多く含まれる 86。
民族自治区人代の選挙に関しては共産党が立候補者を管理し，候補者リスト
は共産党の意思を常に反映して作成され，1979 年選挙法制定以降も，大きな






1957 年（40 万人）に比較して 1989 年には 4.6 倍（184 万人，全職員の６％）
に増加し，共産党中央委員会構成員については，1976 年には 333 人中 16 人
（５％）から，1987 年には 285 人中 32 人（11％）に増加した 89。チベット自






































































































2013 年調査では，チベット民族自治区が 0.569，新疆が 0.667 となり，いずれ
も全国平均 0.693 を下回る 124。平均余命はチベット自治区 68.17 歳，新疆ウイ
グル自治区 72.35 歳で，この指数も中国全体の平均値 74.83 歳を下回る。省別





口 10 万人当たり小学校卒業者については，チベット自治区 36,589 人，新疆
30,075 人，全国平均 26,779 人，中学校卒業者についてはチベット自治区で
12,850 人，新疆では 36,096 人，全国平均 38,788 人となっており，両自治区で
は約半数が小学校及び中学校で教育を終える。高校卒業者については，チベッ
ト自治区で 4,364 人，新疆では 11,582 人，全国平均 14,032 人，短大以上卒業
























いる 132。その後チベットでは 1989 年３月，戒厳令が発令されて以降，多数の
宗教関係者の殺害を含め，抗議運動鎮圧を目的とする中国政府による過剰な武




1980 年代からは運動はテロ活動を伴って過激化している 134 が，これらの活動
に対する過剰な武力を用いた鎮圧作戦が強行されている 135。新疆では鎮圧行




















年以降，200 万人以上のチベット民族及び数 10 万人の遊牧生活をしていた民
族的少数者が，チベット高原から強制的に新社会主義村への定住を強いられ











































ある 152。その一部は 1996 年，解放闘争を宣言し，テロ活動に及んでいる 153。
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